
　事後審査型条件付一般競争入札の実施について

桑 名 市 長 　伊 藤　徳 宇

業 種 名 称

所 在 地

期 間

場 所 桑名市多度地区市民センター　　　上下水道部 下水道課

FAX 0594-48-3464 E-mail

入 札 方 法

委託業務費内訳書

(8) その他関係法令、規則等に違反していない者

機械設備保守点検

立会い入札

受 付 期 間

不採用

gesuim@city.kuwana.lg.jp

委託業務場所

予 定 価 格 事後公表

履 行 期 限

技術者要件

同 種 業 務
履 行 実 績

契約の日から 

桑名市長島町赤地地内

令和 6年 3月 22日

(6) 手形交換所により取引停止処分を受ける等経営状態が著しく不健全でない者

長島浄化センター　自動微細目スクリーン　分解整備　1台

最低制限価格

桑名市多度地区市民センター　2階　202会議室

免除

前 払 金 無

発注公告

  事後審査型条件付一般競争入札に付するので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６の規定により、次のとおり公告
する。

令和5年8月31日

入 札 方 法 等

長島浄化センター自動微細目スクリーン分解整備業務委託

(4) 対象業務に従事する技術者を配置することができる者

仕 様 書
等 の 閲 覧

入札参加
資格要件
(元請要件)

(7) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく会社更生手続開始の決定若しくは更生手続開
始の申立てがなされている場合又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始
若しくは再生手続開始の申立てがなされている場合にあっては、公告の日までに桑名市一般（指
名）競争入札参加資格の再審査に係る認定を受けている者

回 答 日

（FAX、メールにより提出する場合は、送信後に確認のため必ず電話連絡すること。）

契 約 保 証 金

入 札 保 証 金

場 所

桑名市契約規則第33条による

委託業務担当課 下水道課

日 時

委 託 業 務 名

基本となる要件

(1) 地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者

(2) 発注する業務について、業種を桑名市入札参加資格者名簿に希望業種として登録している者

(3) 現に有効な桑名市入札参加資格者名簿に登録されている者で、契約期間内に入札参加資格を
失効するおそれのない者

(5) 質疑の提出期限の日から入札時までの期間において、桑名市から指名停止を受けていない者

令和5年9月7日（木）

桑名市ホームページ【トップページ＞お知らせ】に回答書を掲載する。

本公告の日から入札書提出期限まで

質 疑 ・ 回 答

令和5年9月13日（水） 14時00分から

要　　入札金額の根拠となった内訳書(入札額と同額)を添付すること。

※入札者が定刻までに入室できない場合は入札に参加できない。

本公告の日から　令和5年9月4日（月）16時00分まで

質問書は別紙様式によりFAX、メール又は持参により提出すること。

平成20年度以降に元請けとして、官公庁発注の機械設備保守点検の実績を有すること。

業 務 概 要

その他要件 国税及び市税に滞納の無いこと



とする。

（立会い入札後に落札候補者となった者が提出すべき書類）

　提出を求められた日の翌日から起算して２日（市役所の閉庁日を除く。）以内に提出すること

　事後審査の書類の提出は紙媒体によるものとし、桑名市多度地区市民センター2階　下水道課へ提出すること

※公告において設計図書の購入を求めた場合、設計図書の購入した際の領収書の写しの提出を求めます。

同種業務履行実績の認定に当たっては、次の要件を満たすことを要する。

１　契約金額５０万円以上で、発注者と業務委託契約書を交わしていること。

２　発注者作成による設計書等により業務の履行内容が明確であること。

　①指定の様式を使用しない入札

　桑名市契約規則第15条に該当する入札ほか、次に掲げる①から⑥の事項の一に該当する場合は、入札を無効

２）仕様書等に関する質疑の有無について桑名市ホームページ【トップページ＞お知らせ】にて確認する

１）入札書の提出方法について「入札注意事項」を必ず確認すること。

４）発注業種を桑名市入札参加資格者名簿に希望業種として登録していない者は、本案件に参加できない。

法人を含む。）、都道府県、市町村及び建設実績情報のコリンズ・テクリス登録等に関する規約第３条

第１項第２４号に規定する公共機関等を指す。

こと。

提 出 書 類

そ の 他

３）同種業務履行実績における官公庁とは、国の機関（独立行政法人、公団、事業団その他政令で定める

※準市内）桑名市税の完納証明書

※市　外）「法人税」及び「消費税及地方消費税」について未納税額のない証明書（その３の３）

　　　　　　　個人の場合はその３の２

５）委任状を持参しない代理人による入札はできない。

　②記名・押印もれの入札

　③金額を訂正した入札

　④誤字・脱字等により意思表示が不明瞭な入札

　⑤その他、公告により事前に指定した条件を完備しない場合

　⑥入札を妨害する言動があった場合

【入札の無効】


